
（様式第１号） 

指 定 申 請 書 

 

  年  月  日  

 

 山口市長 伊藤 和貴 様 

 

（申請者） 

所 在 地： 

法人（団体）名： 

代 表 者 氏 名：             （※） 

（※）本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。 

 

 下記施設の指定管理者の指定を受けたいので、必要書類を添えて申請します。 

 

記 

 

施 設 名  やまぐちリフレッシュパーク 

施 設 の 所 在  山口市大内長野１１０７番地 

(添付書類) 

（１） 共同企業体協定書（様式第２号）（共同企業体の場合のみ） 

（２） 委任状（様式第３号）（共同企業体の場合のみ） 

（３） 事業計画書（様式第４号） 

（４） 収支予算書（様式第５号-１）及び自主事業一覧表（様式第５号-２） 

（５） 定款、寄附行為、規約、設置要綱その他これらに類する書類 

（６） 法人にあっては、当該法人の登記簿謄本 

（７） 本市、山口県及び国に滞納のないことの証明 

（８） 過去に指定管理者の指定を受けたことがある者については、その実績が分かる書類 

（９） 申請の日の属する事業年度の前事業年度における貸借対照表、収支決算書その他の団

体の財務状況を明らかにする書類 

（10） 労働者災害補償保険に加入していることを証する書類（従業員を雇用していない事業

者は除く） 

（11） 指定管理者の指定申請に係る誓約書並びに団体の代表者及び役員全員の名簿（様式第

６号）（暴力団排除に係る資格審査のため） 

（12） 障害者雇用状況報告書の写し又は障害者を雇用していることが分かる書類（障害者を

雇用していない団体は除く） 

（13） ISO認証証明書又はエコアクション２１認証・登録証の写し（取得している団体に限

る） 

(14) やまぐち男女共同参画推進事業者認証書の写し（取得している団体に限る） 

(15) 次世代育成支援対策推進法及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基

づく一般事業主行動計画の写し（常時雇用する労働者の数が100人以下で当該計画を厚

生労働大臣に届け出ている団体に限る） 



(16) くるみん認定又はえるぼし認定通知書の写し（取得している団体に限る） 

(17) その他市長が必要と認める書類 

 

＜申請者連絡先＞ 

住 所 
〒 

 

電 話 番 号  ＦＡＸ  

E - m a i l  

担 当 者 

所 属 ・ 氏 名 緊急連絡先 

 

 
 



 

 

（様式第２号） 
 

「やまぐちリフレッシュパークの指定管理者募集」に係る共同企業体協定書 

 

（目的） 

第１条 当共同企業体は、「やまぐちリフレッシュパーク（以下「当該施設」という。）」

の管理、運営を共同連帯して営むことを目的とする。 

（名称） 

第２条 当共同企業体は、               共同企業体（以下「当企業

体」という。）と称する。 

（事務所の所在地） 

第３条 当企業体は、事務所を                に置く。 

（成立の時期及び解散の時期） 

第４条 当企業体は、  年  月  日に成立し、当該施設を管理、運営する指定期間

の満了後３か月を経過するまでの間は、解散することができない。 

２ 当該施設の指定管理者となることができなかったときは、当企業体は、前項の規定に

かかわらず、当該施設の指定管理者を指定した日に解散するものとする。 

（構成員の住所及び名称） 

第５条 当企業体の構成員は、次のとおりとする。 

     住 所                          

     名 称                          

     住 所                          

     名 称                          

     住 所                          

     名 称                          

（代表者の名称） 

第６条 当企業体は、                   を代表者とする。 

（代表者の権限） 

第７条 当企業体の代表者は、当該施設の指定管理者の指定申請、基本協定書の締結及び

当該施設の管理、運営に関し、当企業体を代表して、山口市と折衝する権限並びに自己

の名義をもって管理運営費の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有

するものとする。 

（構成員の出資の割合） 

第８条 各構成員の出資の割合は、次のとおりとする。ただし、当該施設の管理運営業務

内容について変更があっても、構成員の出資の割合は変わらないものとする。 



 

 

（様式第２号） 
 

   名 称                           ％ 

   名 称                           ％ 

   名 称                           ％ 

２ 金銭以外のものによる出資については、時価を斟酌のうえ構成員が協議して評価する

ものとする。 

（運営委員会） 

第９条 当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、当該施設の管理、運営にあ

たるものとする。 

（構成員の責任） 

第10条 各構成員は、当該施設の管理、運営に関し、連帯して責任を負うものとする。 

（取引金融機関） 

第11条 当企業体の取引金融機関は、    銀行    支店とし、当企業体の名称を

冠した代表者の名義により設けられた別口預金口座によって取引するものとする。 

（権利義務の譲渡の制限） 

第12条 本協定に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。 

（共同企業体結成後における構成員の脱退に対する措置） 

第13条 構成員は、山口市及び他の構成員の承認がなければ、当企業体が当該施設を管

理、運営する期間が満了する日まで脱退することができない。 

２ 構成員のうち前項の規定により脱退した者がある場合において、山口市の承認がある

ときは残存構成員が当該施設を管理、運営するものとする。 

３ 前項の規定により指定管理者は、残存構成員による共同企業体とし、この協定書の関

係規定を適用する。 

４ 決算の結果、利益を生じた場合において、脱退構成員には利益金の配当は行わない。 

（共同企業体結成後における構成員の破産又は解散に対する処置等） 

第14条 構成員のうちいずれかが共同企業体結成後において破産し、又は解散した場合に

は、前条第２項から第４項までの規定を準用する。 

２ 構成員のうちいずれかが当企業体の業務執行にあたり重要な義務の不履行若しくは不

正な行為を行った場合において、当該構成員以外の構成員から要求があり、かつ山口市

の承認があったときは、当該構成員は当企業体から脱退しなければならない。 

（構成員の加入） 

第15条 前２条の規定による構成員の脱退、破産又は解散（以下「脱退等」という。）に

より構成員が欠けた場合において、山口市の承認があるときは、新たな構成員を加入さ



 

 

（様式第２号） 
 

せることができる。 

２ 前項の場合において新たに加入した構成員の出資比率は原則として脱退等構成員が脱

退等の前に有していた出資比率とするものとし、他の構成員の出資比率は第１３条第３

項（前条第１項において準用する場合を含む。）の規定にかかわらず第８条の規定によ

り従前有していた出資比率とする。 

 

（解散後のかし担保責任） 

第16条 当企業体が解散した後においても、当該施設の管理、運営につきかしがあったと

きは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。 

（協定書に定めのない事項） 

第17条 この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとす

る。 

 

                外 社は、上記のとおり             

共同企業体協定を締結したので、その証拠として本協定書正本 通を作成し、各通に構成

員が記名捺印して各自所持するとともに副本１通を山口市に提出するものとする。 

 

     年  月  日 

 

  共同企業体の名称                共同企業体 

 

         住   所               

         名   称               

         代表者氏名               印 

 

         住   所               

         名   称               

         代表者氏名               印 

 

         住   所               

         名   称               

         代表者氏名               印 

 



 

（様式第３号） 

委  任  状 
 

共同企業体の名称                      共同企業体 

 

 受任者 

     共同企業体代表者 

         住    所                     

         名    称                     

         代 表 者 氏 名                     

 

 私は、上記の共同企業体代表者を代理人と定め、当共同企業体と山口市との間に 

おける下記事項に関する権限を委任します。 

 

１ 委任事項 

 (1) 指定管理者の指定の申請に関する件 

 (2) 管理、運営に関する基本協定書の締結に関する件 

 (3) 管理運営費の請求・受領に関する件 

 (4) 管理運営費の返還に関する件 

 (5) 復代理人選任に関する件 

 (6) その他契約履行に関する一切の件 

２ 委任期間 

     年  月  日から、「やまぐちリフレッシュパーク」を管理する指定期間の

満了後３か月を経過するまでの期間。ただし、当該施設の指定管理者となることができ

なかった場合は、当該施設の指定管理者が指定された日まで。 

 

 

 委任者 

     共同企業体構成員 

         住    所                     

         名    称                     

         代 表 者 氏 名                     印 

 



 

 

（様式第４号） 

事 業 計 画 書 

○申請動機 

 

※注意事項※ 

各審査項目ごとに記載された内容で審査します。 

書式は問いませんが、原則Ａ４縦で、募集要項６：選定方法の審査内容等

を参考に、 

申請動機及び審査項目順にわかりやすく事業計画書を作成してください。 

なお、該当項目外に記載された内容、項目の加除や順番を変更された場合

は、その記載内容は評価しませんので注意してください。 

事業計画書にはページを付してください。 



 

 

（様式第４号） 

１ 利用者の公平性・平等性の確保 

 

①公の施設を運営するにあたっての基本的な考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

②利用者の公平・平等な利用を確保するための方策 

 



 

 

（様式第４号） 

２ 施設の効用の最大限の発揮 

 

①施設の運営方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

②利用促進に向けた方策 

 

 

 

 

 

 

 

 

③自主事業の展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

④利用者ニーズの把握とサービス向上のための方策 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤苦情対応のための方策 

 



 

 

（様式第４号） 

３ 利用者の安心・安全確保 

 

①遊泳時における安全確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

②安全・衛生管理の徹底 

 

 

 

 

 

 

 

 

③危機管理・安全管理体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

④個人情報の取扱いの方針及び具体的手法 

 



 

 

（様式第４号） 

４ 適切な管理、経費の縮減 

 

①施設維持管理のための方策 

 

 

 

 

 

 

 

 

②施設修繕に対する方針及び対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

③効率的・経済的な施設管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

④指定管理料の縮減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（様式第４号） 

５ 管理を安定して行う人的、財政的基盤  

 

①適切に行える職員体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

②職員の指導育成・研修体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

③安定した管理を行うための財政的基盤 

 

 

 

 

 

 

 

 

④収支予算書の妥当性 

 



 

 

（様式第４号） 

６ 市の施策への貢献度 

 

① 地域団体等との連携と市の施策に配慮した事業活動の提案及び実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

（様式第５号－１） 

収支予算書（令和●●年度） 

 

１ 管理運営収支                        （単位：千円） 

項   目 予 算 額 備考（予算額内訳） 

収 

入 

指定管理料   

利用料金の収入  減免補填額含む 

その他の収入  自動販売機等の収入を記載すること 

自主事業収益   

合 計   

支 

出 

人件費  

１ 管理事業と自主事業に係る人件費は分けて計上

すること 

２ 人員数及び給与（正規、臨時職員分けて記載）

を具体的に記載すること 

※記載要領を参考にすること 

法定福利費   

福利厚生費   

事務用品費   

光熱水費等   

借上げ料   

交通・通信費   

修繕費   

委託費   

○○委託費   

保険料   

租税公課費   

●●費   

△△費   

合 計   

※１ 「収入の合計額」と「支出の合計額」は、同額となること。 

※２ 自動販売機設置に係る費用等は、「１ 管理運営収支」で記載すること。 

※３ 租税公課費に、収入に係る消費税納税分を計上して差し支えないこと。 

※４ 委託料は、詳細に記載すること（別紙記載可）。    

 

２ 自主事業収支（総括表）                    単位：千円 

項   目 予 算 額 備考（予算額内訳） 

収 

入 

参加者負担金   

雑入   

合計 (Ａ)   

支 

出 

人件費  
講師等が自己の団体の職員であっても、人件費は計

上すること 

※記載要領を参考にすること 

事務費   

■■費   

合計 (Ｂ)   

差引収支(Ａ－Ｂ） (Ｃ）   

※自主事業一覧表（様式第５号－２）を別途作成すること。



 

 

（様式第５号－１） 

収支予算書（令和●●年度） 

 

１ 管理運営収支                        （単位：千円） 

項   目 予 算 額 備考（予算額内訳） 

収 

入 

指定管理料   

利用料金の収入  減免補填額含む 

その他の収入  
自動販売機売上   ※※千円 

公衆電話料      ○千円" 

自主事業収益 α ２ 自主事業収支（総括表）(Ｃ）を転記すること 

合 計   

支 

出 

人件費 
Ｆ＋Ｇ＋Ｊ＋Ｋ＋Ｏ

－e 

（記載例） 

Ａ 正規職員 

月例給（諸手当含む） Ｄ：千円×Ｅ人×12 月＝Ｆ千円 

賞与                    Ｇ千円 

Ｂ 臨時職員 

月例給（諸手当含む） Ｈ：千円×Ｉ人×12 月＝Ｊ千円 

賞与                    Ｋ千円 

繁忙期職員分     Ｌ：日×Ｍ人×Ｎ円＝ Ｏ千円 

うち自主事業充当人件費           e 千円 

法定福利費  社会保険料掛金等 

福利厚生費   

事務用品費   

光熱水費等  
電気料   a千円 

上下水道代 b千円 

ガス代    c千円 

借上げ料  内訳を具体的に記載すること。 

交通・通信費  通勤手当は、①の人件費に計上すること 

修繕費  500千円以上計上する場合は、具体的に記載 

委託費  内訳を具体的に記載すること。（別紙記載可） 

○○委託費  
本社・支社等系列会社に会計事務を委託する場合、その費

用を計上すること 

保険料  損害保険内容を具体的に記載すること。（別紙記載可） 

租税公課費  自動車税、自動車重量税、消費税等 

●●費   

△△費   

合 計   

 

２ 自主事業収支（総括表）                    単位：千円 

項   目 予 算 額 備考（予算額内訳） 

収 

入 

参加者負担金   

雑入   

合計 (Ａ)   

支 

出 

人件費 ｄ＋ｅ 
講師謝金 d 千円 

自団体職員給与 

（自主事業年間総時間数）×（平均時間単価）＝e 千円 

事務費   

■■費   

合計 (Ｂ)   

差引収支(Ａ－Ｂ） (Ｃ） α  

注 「１ 管理運営収支の支出の人件費」中の自主事業充当人件費の金額と「２ 自主事

業収支（総括表）の支出の人件費」中の自団体職員給与の金額は同額となること。

記 載 要 領 



 

 

（様式第５号－２） 

自主事業一覧表 

（単位：回、人、円） 

区  分 
（令和●●年度） 

事 業 内 容 
開催回数 

(年間) 

参加人数 

(１回あたり) 

参 加 料 

(１回あたり) 

 

    

    

    

    

    

小計（人員及び参加料は延べ数）    

 

    

    

    

    

    

小計（人員及び参加料は延べ数）    

 

    

    

    

    

    

小計（人員及び参加料は延べ数）    

 

    

    

    

    

    

小計（人員及び参加料は延べ数）    

 

    

    

    

    

    

小計（人員及び参加料は延べ数）    

合   計    

※各年度ごとに別葉で作成すること。 

※「区分欄」は、年齢階層別、競技種目別、地域連携事業等で記載すること。 



 

 

 

（様式第６号） 

 

指定管理者の指定申請に係る誓約書 

 

令和  年  月  日  

 

 山口市長 伊藤 和貴 様 

 

（申請者） 

所 在 地：  

法人（団体）名： 

代 表 者 氏 名：             （※） 

                   （※）本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。 

  

 

 やまぐちリフレッシュパークの指定管理者指定申請を行うに当たり、次に掲げる事項を

誓約します。 

 

１ やまぐちリフレッシュパーク指定管理者募集要項に定める応募資格を全て満たしてお

り、添付書類の内容について事実に相違ありません。 

 

２ 当法人（団体）及び役員等は、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員（暴

力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から5年を経

過しない者の統制の下にある団体ではありません。 

 

３ 名簿（役員等一覧）に記載された者は、本誓約書２に係る確認のため、山口県警察本

部に対して本誓約書及び名簿が提供される場合があることに同意しています。 

 

４ 本誓約書に違反する事実が判明し、選定における失格又は指定の取消しその他必要な

措置を受けた場合は、当該措置に従います。 

  



 

 

 

名簿（役員等一覧） 

【注意事項】 

① 法人の場合は登記事項証明書に記載されている役員全員、その他団体については代表

者を記載してください。 

② 同一の内容が記載されていれば、任意の様式による提出も可とします。 

③ 記載された個人情報については，暴力団員等の該当性の確認にのみ使用し，その他の

目的には一切使用しません。 

法人（団体）名                

 

氏名 ふりがな 生年月日 性別 現住所 

(例)山口 太郎 やまぐち たろう S50.12.31 男 山口市亀山町1-1 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 



（様式第７号） 

 

令和  年  月  日 

 

山口市長  伊藤 和貴 様 

 

所   在   地              

 法人・団体名              

       代表者氏名              

 

 

募集要項等に関する質問書 

 

  施 設 名 やまぐちリフレッシュパーク 

募集要項・仕様書の別 

（どちらかに○） 
募集要項  ・  仕様書 

ページ 行 

  

質 問 項 目   

質 問 内 容   

質問者氏名   

質問者連絡先  

※質問は質問書１枚につき１問とし、簡潔にまとめて記載すること。 



（様式第８号） 

 

 

令和  年  月  日 

 

山口市長  伊藤 和貴 様 

 

所   在   地              

 法人・団体名              

       代表者氏名              

 

 

 

現地説明会参加申込書 

 

参 加 希 望 施 設 名  やまぐちリフレッシュパーク 

参加者氏名(２名以内)   

連 絡 先  

備 考  

 

 

（提出先） 

    〒７５３－８６５０ 

    山口市亀山町２番１号 

    山口市交流創造部 スポーツ交流課 

電 話 ０８３－９３４－２８７５ 

     E-mail sports@city.yamaguchi.lg.jp 

 


